
論点整理紙 

事 業 名 被災者支援総合交付金 

執行府省庁 復興庁 

 

○ 高い不用率（約３割）が続いており、ニーズの把握、見通しの精査等、予

算管理の適正化が必要ではないか。 

 

○ アウトカム指標の多くが定性的であり、アウトカム設定自体されていない

事業メニューもある。事業メニュー毎に進捗状況や効果を検証し、事業を

通じて復興がどの程度進捗したのかを測り、事業の改善・終了につながる

ようなアウトカム設定の検討が必要ではないか。 

 

○ 様々な事業メニューが含まれる交付金事業であり、各事業メニュー内容の

整理や一般施策の類似事業との整理を、目的や実績、効果に照らして行う

ことが必要ではないか。 

 

○ 事業実施主体（委託業者、NPO）の適切な執行を担保するため、ガバナン

スの向上のための検討が必要ではないか。 

 







各事業の概要①
＜１－（１）住宅・生活再建支援事業＞
応急仮設住宅等において避難生活をしている被災者等に対し、住宅及び生活の再建計画の策定など、
住宅・生活再建に向けた相談支援を実施。

＜ １－（２）コミュニティ形成支援事業＞
災害公営住宅等における住民同士のコミュニティの形成や、当該住宅の住民と住宅周辺の既存の地域
コミュニティとの融合など、住宅移転後の円滑なコミュニティ形成を図る。

＜ １－（３）「心の復興」事業＞
閉じこもりがちな被災高齢者等が、人と人とのつながりをつくり、生きがいを持って生活できるよう、
各地域の支援団体（ＮＰＯ）等と連携し、被災者自身が主体的・継続的に活動する機会を創出。

＜ １－（４） 被災者生活支援事業＞
災害公営住宅等に居住する一人暮らし高齢者等が、買い物や通院など、日常生活に不便が生じている
ケースがあるため、こうした状況を踏まえ、災害公営住宅等での被災者の日常生活に対する支援を実施。

＜ １－（５） 被災者支援コーディネート事業＞
復興の進展に伴い生じる様々な被災者支援の課題に対応し、各地域の実情に応じた効果的・効率的な支
援活動が実施されるよう、被災者支援に係る新たな活動主体の参画や、各地域へコーディネーターを配
置し、支援者間の連携強化等を図る取組に対する支援を実施。

＜ １－（６）県外避難者支援事業＞
県外避難者に対し、避難先における安定した日常生活を確保するとともに、円滑な帰還や生活再建等の
支援を実施。 3



各事業の概要②

＜２．被災者見守り・相談支援事業＞
災害公営住宅等で単身高齢の被災者等が孤独・孤立に陥らず地域で安心して生活を送れるよう、
相談員が巡回して支援が必要な被災者の把握・見守り、日常生活上の相談支援、関係機関への
繋ぎ等を行う。

＜３．仮設住宅サポート拠点運営事業＞
仮設住宅に併設される高齢者、障害者等に対する支援の総合的な機能を有する「サポート拠点」
の運営を支援。

＜４．被災地健康支援事業＞
仮設住宅に居住する被災者を対象とした健康支援活動の実施を支援。

＜５．被災者の心のケア支援事業＞
心のケアに関するニーズが増大した被災３県に心のケアセンターを設置し、専門家による訪問
支援や相談支援、ケアにあたる人材への支援や研修、後方支援を行う。
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各事業の概要③

＜６．被災した子どもの健康・生活対策等総合支援事業＞
被災した子どもの心身の健康・生活面等における支援（相談・援助等）を行う。

＜７．福島県の子供たちを対象とする自然体験・交流活動支援事業＞
福島県内の子供を対象として、学校や社会教育団体等が実施する自然体験活動を始めとする
様々な体験活動等の取組を支援。

＜８．子供への学習支援によるコミュニティ復興支援事業＞
震災の影響で学習環境が十分でない地域の子供を中心に、地域と学校の連携・協働による学習
支援等を実施する自治体の取組を支援することにより、子供の学習環境の好転やコミュニティ
の復興促進を図る。

5



各事業で設置している相談員

生活再建相談員 コミュニティ支援員 被災者生活支援員 被災者見守り・相談支援員

事業名
１－（１）

住宅・生活再建支援事業
１－（２）

コミュニティ形成支援事業
１－（４）

被災者生活支援事業
２

被災者見守り・相談支援事業

主な支援
対象

応急仮設住宅等において避難
生活をしている被災者又は震
災による被害を受けた自宅等
で生活を継続している被災者

災害公営住宅等に居住する被
災者及び関係する地域住民

災害公営住宅等に居住
する被災者

仮設住宅や災害公営住宅等
に居住する被災者

活動
内容

ひとりぐらし高齢者等、住宅・
生活再建の問題を抱える仮設
住宅入居者への、住宅・生活
再建に係る相談支援、再建計
画づくりの支援、転居先確保
手続きの同行支援、民間賃貸
住宅の情報提供などを行う。

災害公営住宅移転後の新しい
地域における自治会の立ち上
げ・活動の支援や、地域住民と
の融合を図るための交流会等
の開催などを行う。

災害公営住宅移転後の
ひとり暮らし高齢者等が
抱える日常生活の困りご
とに対する相談支援など
を行う。

被災者が地域で安心して生
活を送れるよう、主にアウト
リーチ型で相談員が巡回して
支援が必要な被災者の把握、
日常生活上の相談支援、関
係機関へのつなぎ等を行う。

人数 12 49 338 296

※人数については、令和２年度～令和４年度までの３か年の３県の合計
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平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

予算額
（A）

220億円 200億円 175億円 177億円 155億円 125億円 115億円 102億円 93億円

配分額 158億円 162億円 152億円 138億円 119億円 90億円 85億円 81億円 76億円

執行額
（B）

156億円 150億円 144億円 129億円 109億円 82億円 76億円 － －

執行率
(B/A)

70.9％ 74.8％ 82.3％ 72.9％ 70.3％ 65.6％ 74.2％ － －

被災者支援総合交付金の予算額・執行額（率）

〇 平成28年度から令和元年度まで、いずれも、執行率が低かった理由については、帰還困難区域の解除が行われ
ること等により帰還者が増加し、予算要求時点で見通せなかった新しいニーズにも柔軟かつ機動的に対応できる
よう予算を確保していたものの、結果として、当初の想定ほどのペースで自治体からの需要の増加が進まなかっ
た。

〇 平成28年度から平成30年度までの間、執行率の改善を図るべく、毎年不用額の減額等に努めてきたところ（平
成30年度の不用額は対前年度比約▲20億円）であり、実際、平成28年度より毎年執行率は改善してきていた（平
成30年度は82.3%まで改善）。

〇 しかしながら、令和元年度から令和４年度については、新型コロナウイルス感染症の発生・拡大の影響により
、事業が想定通りに実施できなかった。

執行率が低調となった要因

※平成30年度は、補正（第二号）で修正減少（15億円）している。
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事業別配分額（令和４年度～令和６年度）

事業名 令和４年度 令和５年度 令和６年度

１．復興庁分 3,944,557 3,771,135 3,578,901

①住宅・生活再建支援事業 181,493 172,909 149,738

②コミュニティ形成支援事業 432,799 397,791 346,517

③「心の復興」事業 662,163 590,497 561,266

④被災者生活支援事業 1,739,739 1,705,086 1,626,905

⑤被災者支援コーディネート事業 180,769 172,542 165,000

⑥県外避難者支援事業 747,594 732,310 729,475

２．厚労省分 3,200,502 3,139,649 2,964,715

①被災者見守り・相談支援事業 1,829,091 1,739,168 1,623,965

②仮設住宅サポート拠点運営事業 45,960 39,249 39,905

③被災地健康支援事業 25,059 24,337 12,550

④被災者の心のケア支援事業 1,300,392 1,336,895 1,288,295

（千円）
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事業別配分額（令和４年度～令和６年度）

事業名 令和４年度 令和５年度 令和６年度

３．こども庁分 1,121,703 1,027,200 885,489

①被災した子どもの健康・
生活対策等総合支援事業

1,121,703 1,027,200 885,489

４．文科省分 245,355 195,956 182,657

①福島県の子供たちを対象とする
自然体験・交流活動支援事業

77,500 69,750 69,750

②子供への学習支援によるコミュ
ニティ復興支援事業

167,855 126,206 112,907

合計 8,512,117 8,133,940 7,611,762

（千円）
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３県別配分額（令和４年度～令和６年度）

令和４年度 令和５年度 令和６年度

岩手県 996,656 991,480 921,632

宮城県 1,158,651 1,036,583 855,911

福島県 5,582,483 5,361,616 5,072,486

その他 774,327 744,261 761,733

合計 8,512,117 8,133,940 7,611,762

（千円）
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被災者支援総合交付金における事業プロセス

復興庁

復興庁 厚生労働省 こども家庭庁 文部科学省

地方自治体等

〇 復興庁が予算を一括計上し、各事業所管省庁に対して配分（予算移替）。
〇 各事業所管省庁は地方自治体等に、事業計画に基づいて交付金を配分。

事業実施団体等
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参考資料（各事業の概要）
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被災した子どもの健康・生活対策等総合支援事業について
（復興庁所管・被災者支援総合交付金）

令和５年度予算額 １０２億円の内数→令和６年度予算額 ９３億円の内数

１．事業概要
被災した子どもへの支援として、親を亡くした子ども等への相談・援助等の事業を実施する。

２．交付対象事業
(１)子ども健やか訪問事業（原子力災害被災地域）

仮設住宅で長期の避難生活を余儀なくされている子どもや、長期の避難生活から自宅等に帰還した子ども
のいる家庭等を訪問し、心身の健康に関する相談などを行う。

(２)遊具の設置や子育てイベントの開催（原子力災害被災地域）

児童館や体育館などへ大型遊具等を設置するなどして、子どもがのびのびと遊べるような環境を整備する。

(３)親を亡くした子ども等への相談・援助事業（被災県（岩手県・宮城県・福島県）及び被災県内市町村）

専門の職員による被災した子どもに対する心と体のケアに関する相談・援助を実施する。

(４)児童福祉施設等給食安心対策事業（原子力災害被災地域）

児童福祉施設等が提供する給食の更なる安全・安心の確保のための取り組みを支援する。

３．実施主体等
○実施主体：事業毎に設定

※ 市町村（指定都市及び中核市を除く。）が実施する場合は、都道府県を通じて補助
※ 各事業者が適当と認める関係機関への委託も可能

○補 助 率：定額
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